
防衛省訓令第３８号

装備取得委員会に関する訓令を次のように定める。

平成２７年１０月１日

防衛大臣 中谷 元

装備取得委員会に関する訓令

改正 令和３年３月１６日省訓第 ９号

令和３年３月３１日省訓第１８号

装備審査会議に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令第

１７号）の全部を改正する。

（設置の目的）

第１条 装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（平

成２７年防衛省訓令第３６号）及び装備品等の研究開

発に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３７号）の

規定により審議を要する事項をはじめとする取得及び

技術に関する重要事項、装備品等及び役務の契約の相

手方の選定に先立ち行う調達の相手方の選定に関する

事項並びに自ら調査審議すべきと判断した事項につい

て、防衛大臣の諮問に応じて審議及び答申するほか、



防衛大臣に所要の報告を行うため、防衛省に装備取得

委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（委員会の構成等）

第２条 委員会は、委員長及び次に掲げる委員をもって

構成する。なお、議案が衛生資材に関するものである

場合には、衛生監を委員として加えるものとする。

⑴ 事務次官

⑵ 防衛審議官

⑶ 大臣官房長

⑷ 防衛政策局長

⑸ 整備計画局長

⑹ 統合幕僚長

⑺ 陸上幕僚長

⑻ 海上幕僚長

⑼ 航空幕僚長

⑽ 情報本部長

⑾ 防衛装備庁長官

⑿ 防衛装備庁防衛技監



２ 委員長は、防衛大臣が指名する防衛副大臣又は防衛

大臣政務官をもって充てる。

３ 委員長は、会議を主宰する。

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が特に指示す

るときは、委員長があらかじめ指名する委員が、委員

長代理として委員長の職務を行う。

５ 委員長は、委員会における審議のため必要があると

認めるときは、第１項に掲げる委員以外の者を委員会

に参加させ、意見を述べさせることができる。

６ 委員長は、議案の性質により委員を限定する必要が

あると認めるときは、第１項に掲げる委員のうち一部

のものをもって委員会を開催することができる。

（調整部会）

第３条 委員会に、調整部会を置く。

（調整部会の構成等）

第４条 調整部会は、議長及び次に掲げる委員をもって

構成する。なお、議案が衛生資材に関するものである

場合には、調整部会を構成する委員の官職に相当する



衛生部門の官職にある職員を、指揮通信に関するもの

である場合には、統合幕僚監部指揮通信システム部長

を、それぞれ調整部会の委員として加えるものとする。

⑴ 防衛装備庁防衛技監

⑵ 大臣官房長が指定した者

⑶ 防衛政策局次長

⑷ 整備計画局長が指定した者

⑸ 統合幕僚監部防衛計画部長

⑹ 統合幕僚監部首席後方補給官

⑺ 陸上幕僚監部防衛部長

⑻ 陸上幕僚監部装備計画部長

⑼ 海上幕僚監部防衛部長

⑽ 海上幕僚監部装備計画部長

⑾ 航空幕僚監部防衛部長

⑿ 航空幕僚監部装備計画部長

⒀ 航空幕僚監部科学技術官

⒁ 情報本部長が指定した情報官

⒂ 防衛装備庁長官官房装備官（議案に係る事務を所



掌する装備官に限る。）

⒃ 防衛装備庁長官官房審議官

⒄ 防衛装備庁装備政策部長

⒅ 防衛装備庁プロジェクト管理部長

⒆ 防衛装備庁技術戦略部長

⒇ 防衛装備庁調達管理部長

防衛装備庁航空装備研究所長、陸上装備研究所長

、艦艇装備研究所長及び次世代装備研究所長（議案

に係る事務を所掌する所長に限る。）

２ 議長は、防衛装備庁長官をもって充てる。

３ 議長は、会議を主宰する。

４ 議長に事故があるとき、又は議長が特に指示すると

きは、議長があらかじめ指名する委員が、議長代理と

して議長の職務を行う。

５ 議長は、調整部会における審議のため必要があると

認めるときは、第１項に掲げる委員以外の者を調整部

会に参加させ、意見を述べさせることができる。

６ 議長は、議案の性質により委員を限定する必要があ



ると認めるときは、第１項に掲げる委員のうち一部の

ものをもって調整部会を開催することができる。

（説明員）

第５条 委員は、必要に応じ部下の職員を説明員として

帯同することができる。

２ 説明員は、委員長又は議長の許可を得て、議事に関

し必要な説明を行うことができる。

（審議の方法）

第６条 議案は、調整部会の議を経て、委員会の議に付

するものとする。

２ 前項の議案が、次に掲げるもののいずれにも該当し

ない場合には、調整部会の議決をもって委員会の議決

とすることができる。この場合においては、調整部会

の議決について、委員長に報告するものとする。

⑴ 装備品等の取得に関する特に重要な事項に係るも

の

⑵ 装備品等の研究開発の方針及び技術に関する特に

重要な事項に係るもの



⑶ 装備品等及び役務の契約の相手方の選定に先立ち

行う調達の相手方の選定

３ 議案が特定の幕僚監部又は情報本部（以下本項にお

いて「幕僚監部等」という。）に係る装備品等に関す

るものである場合には、他の幕僚監部等の委員の出席

を要しないものとする。

（技術評価部会）

第７条 適切な研究開発の実施を図ると共に委員会にお

ける審議に資するよう、装備品等の研究開発に関する

分析及び評価を行わせるため、委員会に、技術評価部

会を置く。

２ 部会長の指名その他の部会の運営に関し必要な事項

は、防衛装備庁長官が別に定めるものとする。

（学識経験者）

第８条 委員長及び議長並びに前条第１項の技術評価部

会の部会長は、特に必要があると認めるときは、部外

の学識経験者に出席を要請し、その意見を聞くことが

できる。



（委員会、調整部会及び技術評価部会の庶務）

第９条 委員会、調整部会及び技術評価部会の庶務は、

防衛装備庁装備政策部装備政策課及び技術戦略部技術

計画官が処理する。

（委任規定）

第１０条 この訓令の実施に関し必要な事項は、防衛装

備庁長官が定める。

附 則

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（令和３年３月１６日省訓第９号）

この訓令は、令和３年３月１８日から施行する。

附 則（令和３年３月３１日省訓第１８号）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。


